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環境DDが求められる背景（深刻な環境危機）

* Stockholm Resilience Centre, “The 2023 update to the Planetary boundaries” https://www.stockholmresilience.org/research/planetary-
boundaries.html
**IPBS, “The global assessment report on BIODIVDERSITY AND ECOSYSTEM SERVICES” https://www.ipbes.net/system/files/2021-
06/2020%20IPBES%20GLOBAL%20REPORT(FIRST%20PART)_V3_SINGLE.pdf

 人類の活動は地球の環境収容力（プラネタリー・バウンダリー）を超えつつあり、
気候変動、生物多様性、汚染等、あらゆる環境の側面で負の影響が拡大しつつある。
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環境DDが求められる背景（環境と人権）

国連では、第48回人権2021年10月の人権理事会において、「クリーンで健康、かつ持
続可能な環境への権利」に関する決議が採択され（賛成43、棄権4）、こちらの決議も
踏まえ、第76回国連総会においても、本権利に関する決議が採択（賛成161、棄権8）。
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環境DDが求められる背景（企業の責任と貢献）

 企業が環境に及ぼす影響力は増大しているが、企業は環境に負の影響を与えながら、
これを解消するための負の影響を解消するためのコストを負担せずに放置し、相対
的に低価格で事業活動を継続。

 こうした事業活動のあり方を変え、バリューチェーン全体で環境課題の解決に取り
組むことは経営の基盤であるとともに、企業価値の向上に資する機会であり、企業
としては能動的に取り組む必要性あり。

企業は、持続可能な経済を推し進める上で主要な役割を
担っており、また、緊急の脅威である気候変動を含めた
世界、地域、地方レベルの環境課題に対し、効果的かつ
先進的な対策の実施を講じることで貢献することができ
る。事業活動を行う国の法規制の枠組及び行政慣行の範
囲内で、また関連する国際的な合意、原則、目標及び基
準を考慮し、企業は、環境を保護し、ひいてはより広く
労働者、地域社会及び社会を守る必要性に然るべき注意
を払い、環境に対する負の影響を回避するとともにこれ
に対処し、かつ持続可能な開発というより広範な目標に
貢献する形で活動を行うべきである。

＜OECD責任ある企業行動に関する多国籍企業行動指針
第6章 環境（抜粋）＞
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環境DDが求められる背景（欧州で進む法規制化）

 フランスの「注意義務法」（2017年3月成立）、ドイツの「サプライチェーン・
デュー・ディリジェンス法」（2021年6月成立）に見られるように、欧州を中心に、
環境DDの実施を義務付ける法制化の動きが進展。

 EUでは、2024年7月に、企業サステナビリティ・デュー・ディリジェンス指令
（CSDDD）が発効。
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日本企業の環境DDに関する取り組みの現状と課題（アンケート）

 2024年に、東証プライム上場企業向けに、日本企業の環境DDの取り組み状況等に
ついて、アンケートを実施（東証プライム上場企業1643社中、297社より回答あり）

 前回調査（2022年）とも比較した結果、日本企業の環境DDについての認知度は上
向いてきているが、各プロセスにおける取り組みには課題もあることが判明。

 環境DDの取り組み
「自社」・「国内グループ会社」を対象とする企業は8割を超えるが、調達先等を対象とする企業は5割未満にとどま
る。

 環境DDの経営への組み込み
環境関連の全般的な方針を定めている企業は約8割と多いが、環境DDに対するアプローチや実行プロセスを規定する
方針を定めている企業は約1～2割にとどまる。

 調達先に対する取り組み
間接調達先に対する調査や、調達先の直接的な支援等を行っている企業は約1割未満。

 被害者救済・是正手続き
「定めている」と回答した企業は、前回調査よりは上昇したものの、5割未満。

 ステークホルダーとの対話
環境DDのプロセスにいずれかの場面で「実施している」と回答した企業は約6割だが、環境DDのプロセスの各場面で
「実施している」と回答した企業は約2～3割。

 環境と人権への取り組み
・両者に対する一体的取り組みを実施している企業は5割未満。

＜アンケート結果（概要）＞
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日本企業の環境DDに関する取り組みの現状と課題（認知度）

 全体の81%が「OECD多国籍企業行動指針」を知っていると回答。
 全体の67%が「責任ある企業行動のためのOECDデュー・ディリジェンス・ガイダ

ンス」を、全体の71%がOECDガイダンスにおける環境DDの内容（詳細または概
要）を知っていると回答。

 令和4年度実施のアンケート結果と比較して、いずれについても、知っていると回
答した割合が増加（順に、21%、27%、31%の増加）。

「OECD多国籍企業行動指針」
に関する認識

「責任ある企業行動のための
OECDデュー・ディリジェンス
・ガイダンス」に関する認識

環境DDに関する認識

240, 
80.8%

19.2%

(n=297)

知っている 知らない

無回答

52, 

17.5%

147, 

49.5%

30.6%

2.4%
(n=297)

詳細を把握している

概要は知っているが、詳細までは把握していない

聞いたことはあるが、内容はまったく知らない

聞いたことがない

無回答
6

63,
21.2%

149,
50.2%

26.3%

1.7% 0.7%
(n=297)

詳細を把握している

概要は知っているが、詳細までは把握していない

聞いたことはあるが、内容はまったく知らない

聞いたことがない

無回答
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日本企業の環境DDに関する取り組みの現状と課題（経営への組み込み）

 環境DDに関する施策の企画・実行への経営層による関与について、環境DDに関す
る担当組織が決まっている企業のうち、「担当役員を設置している」企業は59%。

 実施体制の整備や経営への統合を行う上で、「十分な人員・予算を確保できない」
ことを課題と感じている企業が最も多い（65%）。「他部門との連携が難しい」
（44%）、「経営層の理解や認識が十分ではない」（36%）が続く。

57.4%

50.0%

52.5%

72.8%

15.4%

1.9%

3.7%

58.8%

51.9%

45.5%

59.4%

22.5%

1.1%

0.0%

定期的に、経営会議や取締役会へ報告している

必要に応じて、経営会議や取締役会へ報告して

いる

自社の⾧期ビジョンや企業戦略に反映させてい

る

担当役員を設置している

成果を役員報酬に連動させている

関与していない

その他

R4 (n=162) R6 (n=187)

経営層による関与の仕方 実施体制整備や経営への統合

57.0%

30.3%

34.9%

10.8%

15.7%

6.2%

0.5%

65.3%

36.0%

43.8%

9.8%

9.1%

4.0%

0.3%

十分な人員・予算を確保できない

経営層の理解や認識が十分ではない

他部門との連携が難しい

特になし

わからない

その他

無回答

R4 (n=370) R6 (n=297)
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日本企業の環境DDに関する取り組みの現状と課題（調達先に対する取り込み）

 非金融セクターにおける調達先による負の環境影響を対象とする取組では、「直接
調達先に対するアンケート調査」（59%）、「調達先が遵守すべき行動規範等の策
定・提示」（58%）の実施率が5割超。

 「間接調達先に対するアンケート調査」（10%）や「訪問調査」（5%）、「調達先
における環境マネジメント活動の直接的支援」（7%）、「外部機関（有識者・
NGO等）との連携」（8%）は、実施率が1割に満たない。

24.6%

59.2%

9.6%

27.6%

5.1%

57.7%

42.3%

35.3%

7.0%

12.9%

8.1%

16.2%

2.6%

負の環境影響の停止、防止、軽減に関する計画の策定

直接調達先に対するアンケート調査

間接調達先に対するアンケート調査

直接調達先に対する訪問調査

間接調達先に対する訪問調査

調達先が遵守すべき行動規範等の策定・提示

調達先との基本契約等を通じた行動規範等の遵守要請

調達先に対する説明会や研修

調達先における環境マネジメント活動の直接的支援

調達先の見直し・切り替え

外部機関（有識者・NGO等）との連携

実施していない

その他

(n=272)
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日本企業の環境DDに関する取り組みの現状と課題（被害者救済・是正手続き）

 被害者救済や問題是正の手続きを定めている企業は49%であり、令和4年度実施のアン
ケート結果と比較し、手続きを定めている割合が9.2ポイント増加。

 負の環境影響に関する通報窓口を設置している企業（社内外を問わない）は全体の70%
だが、社外関係者も通報可能な窓口を設置している企業は全体の50%。

 令和4年度実施のアンケート結果と比較し、通報窓口（通報者の社内外を問わない）を
設置している割合が15.7ポイント増加。

救済・是正手続きの規定有無 負の環境影響に関する通報窓口の設置状況

49.2%

39.7%

11.1%

(n=297)

定めている

定めていない

わからない

無回答

50.2%

19.5%

25.9%

4.4%

(n=297)

社内外の関係者が通報可能な窓口を設置している

社内関係者のみが通報可能な窓口を設置している

設置していない

わからない

無回答

40.0%

59.5%

0.5%(n=370)R4年度 0.5% 1.1%

52.4%45.1%

0.8%
(n=370)

NGO等と連携して社外に設置している
業界団体等と連携して社外に設置している
社内に設置している
設置していない
無回答

R4年度
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日本企業の環境DDに関する取り組みの現状と課題（ステークホルダーとの対話）

 事業活動による負の環境影響に対応する上で、いずれかの場面においてステークホル
ダーとの対話を実施していると回答した企業は、全体の約6割。

 対話を実施していると回答した企業の中では、負の環境影響の特定・評価・優先付け
（30%）、負の環境影響の防止・停止・軽減に関する計画策定（29%）の際に実施して
いると回答した企業が多い。

 ステークホルダーとの対話を行う上で、「十分な人員・予算を確保できない」ことを課
題に感じている企業が最も多い（44%）。

ステークホルダーとの対話の実施有無 ステークホルダーとの対話を行う上での課題

30.3%

29.3%

7.7%

21.2%

25.9%

38.4%

8.1%

負の環境影響の特定・評価・優先付けの際

に実施している

負の環境影響の防止・停止・軽減に関する

計画策定の際に実施している

調達先との取引を終了・停止する際に実施

している

被害者救済や問題是正の際に実施している

対応の適切性や有効性のモニタリングの際

に実施している

実施していない

その他

(n=297)

44.4%

28.6%

11.1%

26.9%

14.8%

2.7%

十分な人員・予算を確保できない

適切なステークホルダーを特定できない

ステークホルダーへのアクセスがない

特になし

わからない

その他

(n=297)
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日本企業の環境DDに関する取り組みの現状と課題（環境と人権への取り組み）

 負の環境影響を特定している企業（n=252）のうち、人権への負の影響との関係性を特
定していると回答した企業は27％。

 負の環境影響の停止、防止、軽減策を実施する際、人権への負の影響を考慮している企
業は、全体の49%。

27.4%
69社

61.9%

9.9%

0.8% (n=252)

特定している

特定していない

わからない

無回答

負の環境影響の停止、防止、軽減策の実施時における
人権への負の影響考慮の有無人権への負の影響との関係性特定の有無

48.5%
144社

27.3%

24.2%

(n=297)

考慮している

考慮していない

わからない

無回答
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欧州における環境DDの取り組み状況について

 懇談会と並行し、欧州当局や、NGO、企業にもヒアリングを実施。
 環境DDに対する具体的な取り組み方は、欧州でもまだ模索中の段階ではあるが、

取り組み上でのポイントは浮かび上がってきたところ。
聞かれた意見

・企業は、まずは大まかなリスク分析を行うことが非常に重要（当局）リスクベース・アプ
ローチの重要性

・リスクマッピングが環境DDにおける最初の中核的なプロセス（当局）リスクの特定・評価
・マッピングによって把握した高リスク領域をより詳細に評価するために影響を
受けているステークホルダーと深くエンゲージメントをしていく必要（当局）
・多くの企業は、ステークホルダーを非常に広く捉えており、最も関連性のある
ステークホルダーではない（NGO）
・ESRSではステークホルダーとのエンゲージメントの方法が開示要求事項であり、
情報開示の裏付けとなる実質的なプロセスを構築する必要（企業）

ステークホルダーとの
対話

・リスクベース・アプローチに基づき、リスクを防止し、インパクトを最小限に
抑える努力を行うべき（当局）
・ステークホルダーと話し合い、評価し、最善の決定について理解を深められる
ようにするべき（企業）

人権・環境にまたがる
リスクへの対応

・ステークホルダーエンゲージメントは企業がどれだけ真剣にDDに取り組んだか
の良い指標（NGO）
・重要なステークホルダーのリストを作成して、ウェブサイト上に掲載するのは
どうか（企業）

情報開示
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環境DD対応の促進に向けた今後の方向性（特に重要な考え方）

 リスクベースのアプローチ
・デュー・ディリジェンスは、負の影響の『深刻性』（severity）と『発生可能性』
（likelihood）に相応（commensurate）すべきで、特定された全ての影響に同時に対
処することが不可能な場合、負の影響の『深刻性』や『発生可能性』に基づいて、措
置を講じる優先順位を決定すべき。
・人権・環境の両方にまたがるリスクに対応する場合も本アプローチがあてはまる。

 適切な措置の実施
・環境DDの実施は、あらゆる状況において環境への負の影響が絶対に発生しないこと、
又は環境への負の影響の発生阻止を保証することを目指すものではない。

 経営層によるガバナンス
・DDの対応は単なる現場作業ではなく、経営の対応が必須。
・環境の負の影響への対応によっては、善管注意義務違反に問われる可能性。
・経営層の意思決定は環境DDに係る企業の方針と整合する必要があり、また、取り組
みを進めるに当たっては、社外専門家の意見も取り入れつつ全社的に進める必要あり。

 環境DDと法令遵守の関係
・国内法のみならず、国際環境条約等への対応も必要であり、環境権としての人権へ
の対応も必要。 213
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環境DD対応の促進に向けた今後の方向性（特に重要なプロセス）

 負の影響の特定・評価
・①重大な負の影響が乗じる事業領域の特定し、②詳細な評価を行うという2ステップ。
・さらに、負の影響の「深刻性」と「発生可能性」に基づき優先順位付け。
・環境・人権にまたがるリスクには、統合的な対応が必要。

 ステークホルダーとの「意味のある」対話
・ステークホルダーとの対話により、優先順位をつけながらのDDの対応が可能に。
・単発ではなく、継続的な取り組み。
・これまでの取り組みの活用（環境マネジメントシステム、公害・化学物質管理のリ
スクコミュニケーション活動）。

 情報開示
・形式的な開示ではなく、実質的な開示（×：対話先や件数だけ ○：対話の内容や
対話から得られた示唆）。

 苦情処理の仕組みと是正・救済措置
・対応が遅れがちになるのは望ましくなく、また、実効性が求められる。
・苦情処理の手続は、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」も参考にしながら、
構築を進めるべき。
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環境DD対応の促進に向けた今後の方向性（政府当局の対応）

 政府当局による取り組みの重要性
・日本企業の取り組みを促進する上で、政府当局による取り組みも重要（参考情報、
ツールの収集・共有等）。

・我が国でも何らかの制度化を行うことも考慮しつつ、国際的な動向も注視しながら
日本企業による環境DD対応の促進に必要な施策を継続的に検討・実施していくことが
必要。

215



環境デュー・ディリジェンス対応に向けた
取り組みのポイントについて（案）

2025年●月●日

環境省大臣官房環境経済課
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はじめに：環境デュー・ディリジェンスと取り組みの必要性

１

 環境デュー・ディリジェンス（以下、環境DD）とは、バリュー・チェーン全体にわたる環
境リスクマネジメントのこと。

 実効的な環境DDの実施のためには、環境DDのプロセスを会社の経営方針やリスク管理に
統合し、経営が関与しながら、環境・人権にまたがる部門横断的な対応を図っていく必要
があり、現場任せにしない、経営レベルでの取り組みが不可欠。

①環境DDを自社の経営方針及び
リスクマネジメント制度に組み込み

②実際に生じた及び潜在的な負の影響を
特定・評価・優先順位付け

＜環境DDのプロセス（一部抜粋）＞

③実際に生じた負の影響の収束化
及び潜在的な負の影響の防止

（※）環境DDへの取り組みは、企業サステナビリティ・デュー・ディリジェンス指令
（CSDDD）といった欧州の規制強化への対応という観点のみならず、企業のサステナ
ビリティ経営を一層推進し、企業の経営基盤を強化することにも貢献する。

①経営方針等に組み込むための意思決定

②環境・人権リスクに部署横断的に対応
する必要性

③負の影響の収束化等するため、ビジネス
プランや企業戦略等の見直しの必要性

経営が関与して環境DDのプロセスを
構築することが必須

＜企業に求められる対応＞
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環境デュー・ディリジェンスにおける取り組みのポイント（1/2）

 リスクベースアプローチに基づくデュー・ディリジェンスの徹底
・あらゆるリスクへの対応が必要という訳ではなく、リスクベースアプローチに基づき、環
境・人権リスクに対して、企業がよりネガティブな影響を与えるリスクから対応をしていくべ
き。
・環境・人権リスクの横断的な対応が求められる場面においても、リスクベースアプローチを
徹底しつつ、双方へのリスクをできる限り低減する取り組みを行っていくべき。

 ガバナンスの構築（事例集p4～8）
・企業の方針やリスク管理への組み込みの場面のみならず、実際のデュー・ディリジェンスの
実施においても、企業のビジネスプランや包括的な戦略を見直す場面も想定されるため、
デュー・ディリジェンスの対応においては経営層による関与が重要。

 デュー・ディリジェンスにおけるリスクの特定・評価の適切な実施
・リスクの特定・評価を誤ると、潜在的な負の影響の防止や、現に生じている負の影響の終息
化など、リスクの特定・評価の後のプロセスでの対応を誤る可能性が高く、このプロセスを如
何に適切に実施するかが重要。

 デュー・ディリジェンス全般にわたるステークホルダーエンゲージメントの実施と情報
開示（事例集p9～10）

・企業の人権・環境リスクに対して適切に把握・対応する観点から、ステークホルダーエン
ゲージメントが重要であり、識別した重要なリスクを中心に、さらにステークホルダーエン
ゲージメントを深めていくべき。 2
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環境デュー・ディリジェンスにおける取り組みのポイント（2/2）

・当面は日本企業の義務とはされていないものの、企業が想定するステークホルダーや対話
の内容を開示し、これを奇貨としつつ外部とのコミュニケーションの改善を行い、潜在的な
ステークホルダーを掘り起こしながら、ステークホルダーとの共創関係を構築していくこと
も望まれる。

 サステナビリティ開示との一体的取り組み
・特に、ダブルマテリアリティのサステナビリティ開示を行う場合、デュー・ディリジェン
スの延⾧線上に存在すると考えられるため、両者を一体的に対応することが重要。

 苦情処理の仕組みと是正・救済措置（事例集p11～12）
・デュー・ディリジェンスの実効的なプロセス構築の観点から、苦情処理の仕組みや是正・
救済措置の構築・運用が遅れることは望ましくない。
・苦情処理の仕組みについては、「国連ビジネスと人権に関する指導原則」で定める要件も
参考にしながら、①公平性②公示性③利用可能性④予見可能性⑤透明性のある手続を確立す
べき。

3



デュー・ディリジェンス事例集

※以下の事例は、現状の海外での取り組みのレベルを知る参考
資料としてご紹介させていただくものとなります。
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Bouygues（2023 UNIVERSAL REGISTRATION DCUMENT)

①自社の注意義務計画が経営層に報告されるプロセス
が端的に表現されている。（一方で、それが経営層に
如何なる形で検討されていいるかは不明）（p226）
②また、注意義務計画の構築については、部門横断的
な責任関係が存在することが見て取れる。（p230）

①

②

4
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Puma（Annual Report 2023）

ダブルマテリアリティの評価について、様々な会議
体が複層的に関与していることが理解できるほか、
どういった事項を議論したかも含めて開示を行って
いる。（p36） 5
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キリンホールディングス（1/2）（統合レポート2024）

取締役会で、気候変動・自然資本・循環型社会等のグ
ループ環境業務の執行を監督していることを明示する
とともに、如何なる報告がなされているか、具体的に
開示している。（p82・83）

6
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キリンホールディングス（2/2）（環境報告書2024）

①サステナビリティを扱うグループCSV委員会等で複数回
環境課題について検討がされているほか、取締役会やグ
ループ経営戦略会議においても、環境課題について検討が
行われ、その実績を明示している。（p14）
②如何なる会議体・人が、如何なる事項にどのように関与
しているかを具体的に開示している。（同） 7
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Enel （SUSTAINABILITY REPORT 2023）

①ステークホルダーやリスクを特定する手順が順を
追って開示されている。（p38～39）
②ステークホルダーとのエンゲージメントの内容や回
数、優先すべきトピックについもて記載している。
（p42）

① 8

②
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Casino Guichard-Perrachon（2023 UNIVERSAL REGISTRATION DCUMENT）

①深刻な人権・環境リスクの特定のため、具体的に
どのようなステークホルダーと対話しているかにつ
いて開示を行っている。（p308）
②ステークホルダーから注意喚起が行われたリスク
について開示を行っている。（p327）①

②

9

※当社についてはサプライヤーである牛肉生産者による違法な森林伐採、
土地の強制収容に関し、多数の報道や証拠があるにも関わらず、当該地
域を注意義務の対象範囲に含めず、サプライチェーンのモニタリング・
方針実行を怠っているとの訴訟が提起されている。
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Zalando（1/2）（Sustainability  Report 2023）

①グリーバンスメカニズムが42もの言語でWeb、
アプリ、ホットラインにより利用可能（p41）。
②当該メカニズムに係る対応結果が端的に記載され
ており、実際に当該メカニズムが利用されているこ
とが理解できる。（p41～42） 10

①

②
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Zalando（2/2）（Zalando Speak Up Rules of Procedure）

Webのツール（掲載しているのは日本語版）では、
報告可能な内容、報告手続（社内外いずれのルート
についても存在）、報告後の対応内容、具体的に説
明されているほか、匿名性の確保も謳われている。

11




